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博士学位申請論文審査要旨 
 
『研究開発活動の国際化と知識移転の促進要因』 
 
Ⅰ 本論文の趣旨と構成 
 
1．本論文の趣旨 
本論文は、多国籍企業による研究開発活動の国際化と知識移転の促進要因の解明を企図して執筆されたもの
であり、本論文の提出者（以下、「提出者」という）は、次の 3つの研究課題の解明に取り組んでいる。(1)企
業はどのような地域に対して、どのような海外研究開発拠点を立地するのか、(2)どのような要因によって、自
社以外の海外の研究組織が有する知識の獲得が促進されるのか、(3)どのような要因によって、海外研究開発拠
点と本国の親会社との知識移転が促進および阻害され、さらに阻害要因を克服するためには、どのような施策
が必要となるのか、という課題である。これらの研究課題は、企業が研究開発活動の国際化を通じてより優れ
た研究開発成果を生み出そうとする際に、避けることができない意思決定の焦点の推移を反映するものである。
同時に、これらの課題は、各研究課題に深く関連する先行研究において、未だ明らかにされていない問題でも
ある。 
これらの研究課題を解明するために、提出者は、各研究課題に関連する、現在に至るまでの先行研究の綿密
なサーベイを行い、そこから導かれた知見にもとづいて、独自の実証研究を試みている。関連する先行研究に
おいて、これまで単独の要因として取り上げられてきた研究開発拠点間での人的交流にもとづくネットワーク
や、知識のスピルオーバー、そして知識の科学との関係性を総合的に検討し、それらの要因間の相互作用に着
眼する視点から分析を行うことで、先行研究が未解決な課題を解明するとともに、多国籍企業の研究開発活動
の国際化と知識移転に関わる研究に対して理論的、および実務的含意を導いている。 
これらの研究課題を解明することは、国際ビジネス研究において重要な意味を持つ。これまで、企業の研究
開発活動は、製造や販売といった他の活動に比べて、海外には移管されにくいといわれてきた。それは、国際
経営論における伝統的な寡占理論や内部化理論が、海外直接投資の誘因として本国で構築した優位性の海外市
場への移転に着眼してきたことに関連している。これらの伝統的な理論において、研究開発活動の国際化はほ
とんど行われないか、あるいは実施されるとしても、本国から移転される優位性を必要に応じて現地市場に適
応させることを目的とする、わずかな投資として位置付けられてきたのである。 
しかし、本国の技術的水準が他国よりも劣る場合、企業は本国の優位性のみに依存していても、競争優位を
確保しえない。また、新たな価値を有する技術的知識が、本国ではなく海外市場に内在している場合には、海
外市場に内在する知識を自社内に取り込み、いかに全社的に活用するのかということが、多国籍企業にとって
大きな課題となる。ただし、研究開発活動の国際化は、必ずしも企業の研究開発成果の向上に結び付くとは限
らない。企業は、自社にとって潜在的な価値を有する知識の源泉を持つ国や地域を特定し、研究開発拠点の立
地を選択することが求められる。投資受入国の現地研究者のコミュニティとネットワークを形成し、コミュニ
ティが保持する知識の獲得を行うのも、決して容易ではない。国境を越えて研究開発拠点を分散させた結果、
各拠点に対して優れた研究開発成果を生み出す上で必要となる十分な資源を配分できなくなる場合もある。さ
らに、国境を越えた研究開発拠点間の調整は困難になり、結果として社内での知識移転が進まない場合もある。
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これらの困難を克服し、研究開発活動の国際化を通じて、より優れた研究開発成果を生み出すという目標を達
成するためには、少なくとも次の問題に対する適切な意思決定が求められる。(1)海外研究開発拠点の立地選択、
(2)海外の研究組織が有する知識の獲得、(3)国際的な知識移転、である。 
これらの一連の課題に関連する先行研究が未解決な次の3つの研究課題こそが、本論文が解明に取り組んで
いるものである。(1)企業の海外研究開発拠点の立地は、どのような要因によって決定されるのか。特に、各地
域における知識のスピルオーバーの源泉を、企業や大学といった組織の属性によって分類した際に、どのよう
な現地の研究組織が生み出す知識のスピルオーバーが、外国企業による、どのような属性の海外研究開発拠点
の立地を促進するのか。(2)企業による研究開発活動の国際化は、投資受入国に内在する知識の獲得を促進して
いくのか。それが可能だとすれば、どのようにして知識の獲得が行われていくのか。(3)どのような要因によっ
て、海外研究開発拠点と本国の親会社との知識移転が促進され、また阻害されるのか。阻害要因があるとすれ
ば、それを克服するためには、どのような施策が必要となるのか。 
本論文は、これらの研究課題の解明を目的として、研究開発拠点間での人的交流にもとづくネットワーク、
知識のスピルオーバー、そして知識の科学との関係性という、3つの議論を分析の中心的な概念として設定し、
各研究課題に深く関連した先行研究のサーベイと、膨大なデータを用いた独自の実証研究を試みている。それ
ぞれの研究課題の解明において、一貫して見出されていることは、研究開発活動の国際化や知識移転の促進要
因に関連する先行研究においては単独の要因として取り上げられてきた、研究開発拠点間での人的交流にもと
づくネットワークや、知識のスピルオーバー、そして知識の科学との関係性を総合的に検討し、これらを組み
合わせることにより、新たな知見を得ることができるということである。 
 
2．本論文の構成 
本論文の章立ては以下のとおりである。 
第1章 研究課題の提示 
1 企業による研究開発活動の国際化 
2 研究開発活動の国際化の動向 
2.1 古典的研究における海外研究開発活動の動機 
3 多国籍企業の知識移転に関する研究の新展開 
3.1 研究開発活動の国際化と多国籍企業の知識移転 
3.2 いくつかの未解決な課題 
3.3 本論文の研究課題 
4 本論文の構成 
第2章 分析の視点と用語の定義 
1 本章の目的 
2 分析の視点 
2.1 人的交流にもとづくネットワーク 
2.2 知識のスピルオーバ  ー
2.3 知識の科学との関係性 
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3 用語の定義 
3.1 研究開発の定義 
3.2 知識移転の定義 
3.3 知識移転と知識のスピルオーバー、および知識の獲得の分類 
4 研究の方法 
5 実証研究の方法の概要 
5.1 米国特許間の引用と知識のフロ  ー
5.2 各発明者の氏名と住所による人的交流の特定 
5.3 科学との関係性の測定 
第3章 海外研究開発活動の立地選択に関する先行研究の検討 
1 先行研究のサーベイの目的 
1.1 問題の所在 
2 知識探求型の海外直接投資に関する実証的研究 
2.1 製造業における知識探求型の海外直接投資の実証的研究 
2.2 研究開発集約度の差異に着眼した分析 
2.3 投資受入側の研究開発活動に関する属性に着眼した分析 
2.4 海外直接投資を行う側と、投資受入側の属性の相互作用に着眼した分析 
2.5 知識探求型の海外直接投資研究における分析の焦点 
2.6 企業のバリューチェーンと知識のスピルオーバ  ー
3 海外研究開発活動の立地選択に関する先行研究 
3.1 海外研究開発活動の立地選択に関する研究 
3.2 海外研究開発拠点の役割の決定要因 
3.3 研究開発活動の国際化と立地選択の先行研究における分析の焦点 
3.4 海外研究開発活動の立地選択研究における課題と新たな視点 
3.5 本章の要約と投資受入国や地域における知識のスピルオーバーの源泉 
第4章 海外研究開発拠点による研究開発成果の決定要因に関する先行研究の検討 
1 問題の所在 
2 海外子会社による研究開発成果の決定要因 
2.1 海外子会社による組織外部の事業環境とのネットワーク 
2.2 海外子会社による外部環境と多国籍企業の社内環境 
2.3 組織外部の研究開発環境との社会関係資本 
2.4 企業間における研究者の移動と知識の獲得 
3 企業の研究開発活動の国際化と成果に関する先行研究への批判的検討 
3.1 企業全社の先行研究における研究開発成果の指標 
3.2 多国籍企業の社内における知識移転の仮定 
第5章 多国籍企業の研究開発拠点間における知識移転に関する先行研究の検討 
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1 問題の所在 
2 情報の粘着性に関する先行研究 
2.1 多国籍企業による知識移転研究の展開 
2.2 多国籍企業の知識移転研究における知識属性による粘着性 
2.3 多国籍企業の知識移転研究における組織属性による粘着性 
2.4 知識の属性と組織の属性の適合という視点 
2.5 分析レベルと知識移転の対象 
3 先行研究のサーベイのまとめ 
3.1 海外研究開発拠点の立地選択に関する新たな視点 
3.2 研究開発活動の国際化と投資受入国に内在する知識の獲得 
3.3 企業の研究開発拠点間における社会的ネットワークと知識移転 
第6章 知識のスピルオーバーと海外研究開発拠点の立地選択 
1 実証研究の目的 
2 問題の所在 
3 理論的背景と仮説 
3.1 知識のスピルオーバーと地理的距離 
3.2 知識のスピルオーバーの源泉 
3.3 研究分野の科学との関係性 
4 分析対象と分析方法 
4.1 分析対象 
4.2 変数の定義と分析方法 
5 分析結果 
5.1 分析結果 
5.2 補完的分析の結果 
6 分析結果に関する議論と含意 
第7章 研究開発活動の国際化と投資受入国に内在する知識の獲得 
1 問題の所在 
2 理論的背景と仮説 
2.1 知識のスピルオーバーと地理的距離 
2.2 投資受入国における人的交流にもとづくネットワークと知識の獲得 
3 分析対象と分析方法 
3.1 分析対象 
3.2 変数の定義と分析方法 
4 分析結果 
4.1 分析結果 
4.2 補完的分析の結果 
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5 補完的な事例 
6 分析結果に関する議論と含意 
第8章 多国籍企業の研究開発拠点間におけるネットワークと知識移転 
1 問題の所在 
2 理論的背景と仮説 
2.1 人的交流にもとづくネットワークと知識移転 
2.2 地理的距離と人的交流にもとづくネットワーク 
2.3 知識の科学との関係性と人的交流にもとづくネットワーク 
3 分析対象と分析方法 
3.1 分析対象 
3.2 変数の定義と分析方法 
4 分析結果 
5 分析結果に関する議論と含意 
第9章 本論文の纏めと今後の課題 
1 研究課題に対する解答とその含意 
1.1 知識のスピルオーバーと海外研究開発拠点の立地選択 
1.2 研究開発活動の国際化と投資受入国に内在する知識の獲得 
1.3 多国籍企業における研究開発拠点間での知識移転 
2 国際経営論の先行研究に対する含意 
2.1 概念間の相互関係が持つ意義 
2.2 多国籍企業の知識移転研究に対する実証研究の意義 
2.3 人的交流にもとづくネットワークと知識移転 
2.4 科学との関係性と知識移転 
3 今後の課題 
3.1 分析対象とする知識の属性 
3.2 知識移転の段階間での関連性 
3.3 外部組織が有する知識の獲得と移転の意図 
参考文献 
 
Ⅱ 本論文の概要 
 
本論文の構成と各章の位置づけは概ね次のとおりである。 
 
第1章「研究課題の提示」では、企業の研究開発活動の国際化と、知識移転に関連する先行研究が未解決な
論点を導きだし、本論文が取り組む3つの研究課題と、本論文の構成を提示している。研究開発活動の国際化
は、プロダクトサイクルモデルや内部化理論といった、国際経営論の伝統的な理論ではあまり目が向けられて
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こなかった。しかし、1990 年代以後には、各国政府による統計や、調査研究においてその重要性が多々言及
されるようになった。そして、その重要性を訴える代表的な先行研究を概観すると、いくつかの未解決な課題
が残されていることが確認される。それらの課題こそが本論文において解明が試みられるものであり、その具
体的な研究課題として、次の3つの課題が提示されている。(1)各地域において、企業と大学といった、どのよ
うな現地の組織が生み出す潜在的な知識のスピルオーバーが、どのような海外研究開発拠点の立地を促進する
のか。(2)企業による研究開発活動の国際化は、投資受入国に内在する知識の獲得を促進していくのか。それが
可能だとすれば、どのようにして知識の獲得が行われていくのか。(3)どのような要因によって、海外研究開発
拠点と本国の親会社との知識移転が促進され、また阻害されるのか。阻害要因があるとすれば、それを克服す
るためには、どのような施策が必要となるのか。 
第2章「分析の視点と用語の定義」の第1節と第2節は、第1章で提起された3つの研究課題に対して、ど
のような視点から検討を加えていくかを論じている。具体的には、(1)人的交流にもとづくネットワーク、(2)
知識のスピルオーバー、(3)知識の科学との関係性、という3つの要因に着目し、それらの要因間の相互関係が、
多国籍企業の海外研究開発拠点の立地選択や、国際的な知識移転の意思決定において、なぜ重要なのかを検討
している。 
第1に、研究開発拠点間の人的交流にもとづくネットワークについてであるが、多国籍企業における拠点間
の人的交流は、しばしば社会的ネットワークと社会関係資本の重要性を論じる文脈において取り上げられてき
た。社会的ネットワークは、企業間において、あるいは多国籍企業の地理的に離れた拠点間において、社会関
係資本を生み出す機会をもたらし、知識移転を促進するといわれるが、本論文は、企業の研究開発活動の国際
化、および知識移転に着眼しており、その活動の主体である、研究者間の人的交流にもとづくネットワークに
焦点を当てている。さらに、地理的に近接する他の企業や大学といった現地の研究組織、および多国籍企業の
研究開発拠点間におけるネットワークが形成される状況として、研究開発拠点間での共同研究開発活動と、研
究者の研究開発拠点間での移動という2つの人的交流に着眼している。これは、研究開発活動の主体である研
究者が、新たな技術的問題に直面した際に、過去の職場の同僚や、同じ研究テーマに対して、ともに膨大な労
力と時間を費やした経験を持つ研究者と密接に会話を行い、問題解決のための知見を得ようと試みる傾向を持
つためである。これらのことを踏まえて、人的交流にもとづくネットワークが、研究開発活動における知識移
転を促進すると論じている。 
第2に、知識のスピルオーバーと地理的な距離についてである。知識のスピルオーバーは、他者の研究開発
活動によって生み出された知識が、その公共財的性質により、無償、かつ意図せずに漏洩し、自らの研究開発
活動の生産性を高める外部性を意味するが、その効果は、地理的な距離や国境によって制約される。研究組織
同士が地理的に近接しているほど、企業間では知識のスピルオーバーが生じやすく、企業内の研究開発拠点間
では知識移転が生じやすい。ここでは、地理的な距離が人的交流にもとづくネットワークと知識移転の関係性
を変化させ得ることを論じており、その理由として知識の送り手と受け手が地理的に近接している場合、公式
的および非公式的な交流が頻繁に行われやすいことを指摘している。そして、研究開発拠点同士が地理的に近
接している場合、地理的に遠く離れている場合よりも、知識移転に対する研究開発拠点間の人的交流にもとづ
くネットワークの効果が小さくなると推測している。一方、研究開発拠点同士が地理的に遠く離れ、知識移転
が困難な状況においてこそ、人的交流にもとづくネットワークが知識移転に対して持つ効果は大きくなると論
じている。 
第3に、知識の科学との関係性についてであるが、科学との関係性は、科学が企業による技術開発に及ぼす
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影響を意味しており、企業の研究開発における科学的知識の活用の程度を示す。知識は形式化の可能性といっ
た、知識自体の属性によって移転する上での難しさが異なると論じられてきたが、この点について、科学との
関係性と学術論文の関係を取り上げている。企業の研究者は研究開発活動の過程で直面する問題の解決のため
に、しばしば学術論文に掲載された科学的知見を活用するが、科学的発見を探求する学術論文においては、複
雑な知識は各専門分野の専門用語や記号によって形式化される。さらに、科学論文はひとたび公表されると、
国境を越えて広範な大学や研究機関の図書館や資料室へ配架され、入手可能なものとなる。このことを踏まえ
て、科学との関係性が大きな知識ほど、スピルオーバーする地理的な範囲は広がり得ることを論じている。ま
た、知識の科学との関係性は、研究者間のネットワークと知識移転の関係性を変化させ得ることを指摘してい
る。それは科学との関係性が小さな知識は、そうではない知識と比べて形式化された専門用語で説明し得ない
内容を多く含むと推測され、知識移転における人的交流にもとづくネットワークの重要性が増すと考えられる
ためである。 
また、第3節では、研究開発、知識移転、そして知識の獲得という、さまざまな定義が付与される用語につ
いて、多くの先行研究における定義を整理し、比較、および検討した上で、本論文における定義を示している。
それに続く第 4 節では、本論文の研究方法と、その研究方法を選択した理由について論じている。本論文は、
(1)それぞれの研究課題に深く関連した、現時点までの一連の先行研究を整理し、検討した上で見出される理論
的視点や概念に着眼し、(2)そこから演繹的に新たな仮説を導くというアプローチを採用した上で、(3)定量的分
析を実施する、という研究方法を採用しているが、こうした研究方法を採用したことには、次のような理由が
ある。第1に、各研究課題には、国際経営論における研究分野としての前史があり、本論文の実証研究の独自
性を明示するためにも、現時点までの先行研究のサーベイが欠かせないこと、第2に、各研究課題は第3章か
ら第5章までの先行研究のサーベイを通じて明らかにされるように、理論の生成段階から、制約段階の間に位
置すると考えられ、その段階で求められるのが、理論から演繹される仮説の検証を目的とした定量的研究によ
る精緻化と検証であること、第 3 に、多国籍企業の知識移転に関する研究では、変数の特定が困難といわれ、
少なくとも日本では事例研究によるアプローチや記述的研究が圧倒的に多く、理論から導かれる仮説の厳密な
検証が進められていないために、その克服が課題となっていること、である。こうした実証研究の困難を克服
することを1つの目的とした研究方法を採用していることに、本論文の1つの特徴がある。 
さらに、第5節では、第6章から第8章までの実証研究で用いる米国特許商標庁（USPTO）に承認された
米国特許と特許間引用を用いた知識移転や、発明者の情報を用いた人的交流、そして特許以外の文献に対する
引用情報を用いた科学との関係性の測定方法の概要について、具体的な例を取り上げながら説明を行っている。 
第3章「海外研究開発活動の立地選択に関する先行研究の検討」は、先行研究のサーベイの出発点としての
役割を担う章として位置づけられている。第1節では、本論文の3つの研究課題に関連する先行研究のサーベ
イを行うことの目的と、第3章から第5章までの構成について論じている。研究領域としての海外研究開発拠
点の立地選択、投資受入国に内在する知識の獲得、そして企業の研究開発拠点間における知識移転という問題
は、概念的には重複する要素を持ちながらも、それぞれ別個に発展してきた経緯を持つ。このことを踏まえて、
第3章から第5章までの各研究課題に対応する先行研究のサーベイでは、それぞれの研究課題に特化した形で、
別個に議論を進めていく必要があることを論じている。また、各研究課題に関連する先行研究には、企業間や
社内の研究開発拠点間での人的交流にもとづくネットワークと、ほぼ同義の現象を見つめながら、異なる表現
を別個に用いて、独自の含意を主張する傾向があり、これらの課題に関わる研究の蓄積と発展を、困難にさせ
ていたことを指摘している。 
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こうした問題を解消するために、各研究課題に関連する先行研究が用いてきた概念の名称や変数の定義を整
理し、異なる用語や分析の対象を用いた先行研究の中に整合性を見出すことを、第3章から第5章にかけて先
行研究のサーベイを行うことの目的の1つとして設定している。また、先行研究のサーベイを通じて浮き彫り
になる研究動向と未解決なままの課題から、本論文が取り組む研究課題の先行研究に対する位置づけを確認す
ることが、もう1つの重要な目的であると論じている。これらの2つの目的は、この研究分野における理論の
発展において欠くことのできないものであり、適切なものといえる。 
第3章の第2節以降は、研究課題(1)「各地域において、企業と大学といった、どのような現地の組織が生み
出す潜在的な知識のスピルオーバーが、どのような海外研究開発拠点の立地を促進するのか」という問題に関
わる先行研究のサーベイを行っている。研究開発活動の国際化に代表される、投資受入国に内在する知識の獲
得を動機とする、知識探求型の直接投資の研究は、製造活動と研究開発活動での直接投資という文脈で発展し
てきた経緯を持つ。このことを踏まえて、第2節と第3節では、製造業における知識探求型の直接投資の先行
研究を含めて、投資受入国に内在する知識の探求を動機として行われる海外直接投資の有無を検証する研究と、
海外研究開発拠点の立地選択研究の整理を行っている。なお、これらの先行研究では、一貫して各国や各地域
の企業や大学が生み出す知識のスピルオーバーが、地理的な距離や州、そして国境によって制約されることが
明示的にも、暗黙的にも仮定されていたことを明らかにしている。 
第2節では、製造活動における知識探求型の直接投資に関する先行研究をサーベイした上で、(1)海外直接投
資を行う側と投資受入側の研究開発集約度の差に着眼する研究、(2)海外直接投資の受入側の研究開発活動に関
する属性に着眼する研究、(3)海外直接投資を行う側と投資受入側の研究開発活動の属性の相互作用に着眼した
研究、の3つのグループに分類している。そして、それぞれの分析単位、および焦点を当てる説明変数の内容
の差異に着眼しつつ、研究方法の変化の推移を指摘している。同時に、自社以外の研究組織から生じる知識の
スピルオーバーから、もっとも大きな便益を得られるのは研究開発活動であるといわれるものの、製造活動で
の直接投資研究は、このことに関する言及がないままに進められてきたこと、そしてこの点について、投資受
入国における知識のスピルオーバーとの関連で、知識探求型の直接投資を製造活動という文脈で論じることの
問題があり、研究開発活動の国際化を対象として取り組むことの重要性があることを指摘している。 
第3節では、海外研究開発活動の立地選択に関する先行研究をサーベイした上で、以下のいずれかの属性を
独立したものとして取り上げる3つのグループに分類している。(1)海外研究開発活動に着手する可能性を持つ
企業や産業の属性（組織内部の視点）、もしくは(2)企業の海外研究開発拠点の潜在的な立地対象となる投資受
入側の国や地域の属性（外部環境の視点）、あるいは(3)投資を行う側である海外子会社と、投資受入側である
国や地域の双方の属性（企業内部と外部環境の各要因を並列させる視点）、である。そして、それぞれのグル
ープに位置づけられる先行研究の分析単位や主張の内容を整理した上で、投資を行う側である海外子会社と、
投資受入側である国や地域の属性同士の適合関係に関する検証が未だ行われていないことを指摘している。さ
らに、重要なこととして、どのような地域（外部環境の要因）に対して、どのような海外研究開発拠点（企業
内部の要因）を立地するのか、という組み合わせの視点が欠けていたことを論じ、先行研究が、本論文の研究
課題(1)に対して取り組むための分析の視点を用意していなかったことを明らかにしている。 
こうした動向を踏まえて、第3節の後半では、海外研究開発拠点の立地選択において、投資受入側の属性（外
部環境の要因）と、投資を行う側の属性（企業内部の要因）の適合関係に着眼する視点を設定することの重要
性を主張している。この視点は、製造活動における直接投資研究の(3)の研究が採用した方法を援用したもので
あるが、各投資受入国や地域の魅力が、海外研究開発拠点の立地を検討している外国企業、もしくは海外研究
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開発拠点ごとに異なってくることに焦点を当てるものである。この視点に立つことで、各国や各地域において、
現地の企業と大学がそれぞれ生み出す知識のスピルオーバーが、外国企業のどのような海外研究開発拠点の立
地を促進するのか、という問題に取り組むことが可能になると論じている。 
第4章「海外研究開発拠点による研究開発成果の決定要因に関する先行研究の検討」では、研究課題(2)「企
業による研究開発活動の国際化は、投資受入国に内在する知識の獲得を促進していくのか。それが可能だとす
れば、どのようにして知識の獲得が行われていくのか」という問題に関連する先行研究のサーベイを行ってい
る。まず、第2節では企業の海外子会社による外部組織とのネットワークと研究開発成果の関係を探った研究
を概観し、その動向を踏まえた上で、第3節において企業全社レベルの研究開発活動の国際化と研究開発成果
の関係性を探求した先行研究に対して批判的な検討を行っている。その結果、先行研究には、次のような動向
と残された課題が存在することを明らかにしている。 
第1に、海外子会社を分析レベルとして設定した先行研究は、投資受入国の現地の研究開発環境と密接なネ
ットワークを持ち、知識移転を促進する社会関係資本を構築した海外子会社ほど、そうではない子会社よりも、
高い研究開発成果を生み出す傾向を持つことを、共通して見出してきたこと、である。第2に、先行研究ごと
に表現の仕方が大きく異なるものの、現地の研究開発組織との知識移転を可能にするネットワークを示す変数
の内容に着眼すると、先行研究は一貫して研究者間の人的交流によってネットワークが形成されることを想定
していること、である。さらに、ここでは、その代表的な人的交流の方法の1つが、研究組織間における研究
者の移動であり、移動先の研究組織に対して、移動した研究者が属していた研究者のコミュニティとの接点を
もたらし、コミュニティに埋め込まれた知識の移転を促進する、ということを改めて指摘している。以上の 2
つの点は、第2節における海外子会社レベルの先行研究を対象としたサーベイから導かれた論点である。 
これらの論点を踏まえて、第3節では企業全社レベルでの研究開発活動の国際化と研究開発成果の関係性に
関する先行研究に、次のような傾向と未解決な課題が存在することを明らかにしている。第1に、企業全社レ
ベルでの研究開発活動の国際化と研究開発成果の関係性に関する先行研究では、投資受入国において現地の研
究組織とのネットワークを形成し、現地の研究者コミュニティに内在する知識を獲得するという現象が、所与
のものとして扱われる傾向があること、である。つまり、先行研究の多くは、海外子会社を分析レベルとして
設定した先行研究とは異なり、あらゆる海外研究開発拠点が、地理的に近接する他社や大学から知識のスピル
オーバーを享受できることを仮定していたのである。ここに、本論文が取り組む研究課題(2)の重要な意義を見
出すことができる。第2に、企業全社レベルでの研究開発活動の国際化と研究開発成果の関係性に関する先行
研究の結果は一意ではないこと、である。さらに、先行研究の結果が一意ではないことの原因の 1 つとして、
先行研究において仮定されていた、地理的に分散した研究開発拠点間での知識移転が無条件に行われるという
ことが、誤っている可能性を指摘している。この可能性は、第5章での先行研究のサーベイによっても明示さ
れている。 
第5章「多国籍企業の研究開発拠点間における知識移転に関する先行研究の検討」は、研究課題(3)「どのよ
うな要因によって、海外研究開発拠点と本国の親会社との知識移転が促進され、また阻害されるのか。阻害要
因があるとすれば、それを克服するためには、どのような施策が必要となるのか」という問題に関連する先行
研究のサーベイを行っている。情報の粘着性に影響を及ぼす知識の属性、および組織の属性という、2つの観
点から先行研究の整理を行い、次のような動向と残された課題が存在することを明らかにしている。 
第1に、先行研究では知識移転を促進および阻害する要因として、形式化可能性といった知識の属性と、人
的な交流といった組織の属性の2つが頻繁に取り上げてきたこと、また、多くの先行研究はそれらの属性のい
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ずれかに焦点を当てる傾向を持つこと、そして、知識の属性のみに焦点を当てる研究では、しばしば、知識移
転を促進するように知識の属性に対して組織の属性が自動的に適応すると仮定されていること、である。 
第2に、知識移転を促進する組織の属性を示す要因として、知識移転に従事する組織間での人的交流が頻繁
に取り上げられていたこと、である。さらに、ここでは、先行研究ごとに、人的交流を示す概念の名称は大き
く異なっているものの、その変数の内容に着眼すると、その内容は多くは、一貫して多国籍企業の海外子会社
の従業員が、他の子会社や親会社の従業員と、直接的に接触してコミュニケーションを行うことを示してきた
こと、を明らかにしている。 
第3に、先行研究の多くは、海外子会社（ノーダル）レベルでの分析を行っており、知識移転に従事する海
外拠点間や本社と海外子会社間でのダイアドレベルで実施されるものが希少であること、である。さらに、こ
こでは、ダイアドという分析レベルを設定した上で、組織間での知識のスピルオーバーと密接に関わる地理的
な距離という要因と、社会関係資本に関わる組織の属性の相互作用に着眼するものがほとんど存在していない
ことを論じている。ここに、本論文の研究課題(3)が取り組む重要な意義を見出すことができる。なお、第3節
では、第3章から第5章までの先行研究のサーベイの概要を纏め、第6章から第8章にかけて取り組むそれぞ
れの実証研究が、各々の研究領域における先行研究に対して、どのような意義を持つのかを改めて整理してい
る。 
第6章「知識のスピルオーバーと海外研究開発拠点の立地選択」は、第3章の先行研究のサーベイから導か
れた知見にもとづいて、研究課題(1)の解明を目的とする実証的分析を試みている。1986 年から 1998 年まで
の日本企業による142の在米研究開発拠点の23州に対する立地選択を対象として、米国の各州における現地
の企業と大学が生み出す知識のスピルオーバーが、それぞれどのような研究分野を対象とする海外研究開発拠
点を引き付けるのかを、研究分野の科学との関係性という軸を設定し、統計的な検証を行っている。分析の結
果、次のような傾向を確認し、その理論的、および実務的な含意を導きだしている。 
日本企業の米国における研究開発拠点は、各州における現地の企業や大学といった研究組織からの潜在的な
知識のスピルオーバーの享受を目的として、それぞれの知識のストックが豊富な場所に立地する傾向がある。
また、自社の在米製造拠点の支援を目的とする場合には、製造現場との地理的な近接性が重視され、製造拠点
と同じ州に立地する傾向を持つ。そして産業集積が大きな州では、米国での事業活動に必要となる中間財の獲
得が容易となり、立地が促進される傾向がある。さらに、第3章で提示された独自の分析の視点にもとづいて、
分析対象を研究分野の科学との関係性の大きさによって分割した分析を行い、次の新たな傾向を見出している。 
まず、開発現場での漸進的な改良によって、問題解決が進められる自動車などの、科学との関係性が小さな
研究分野を対象とする研究開発拠点の場合、自社の在米製造拠点による生産活動の支援、そして各州における
米国企業からの知識のスピルオーバーを目的として立地選択が行われる傾向がある。一方、バイオ技術や医薬
品など、研究開発活動の過程で直面した問題の解決に対して科学的発見にもとづく知見を積極的に活用する分
野、すなわち科学との関係性が大きな研究分野を対象とする研究開発拠点の立地選択では、各州における米国
企業ではなく、大学からの知識のスピルオーバーが重視される傾向がある。そして、こうした立地選択の傾向
における差異の背後には、企業と大学の各々が生み出す知識の属性と、研究分野の科学との関係性の適合関係
の論理があることを主張している。 
以上の分析結果は、第3章でサーベイを行っている一連の先行研究とは異なり、知識のスピルオーバーが地
理的な距離や国境によって制約されるという議論に着眼するだけでは、海外研究開発拠点の立地選択に対して、
十分な政策的含意を導くことはできないことを示しているという意味で、きわめて重要な発見である。第3章
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において、先行研究に欠けている分析の視点として提示され、第6章で実証されているように、地域ごとの企
業や大学からの潜在的な知識のスピルオーバーは、あらゆる研究分野における海外研究開発拠点の立地選択に
対して、同じように効果を発揮するわけではない。科学との関係性が大きな研究分野に取り組む海外研究開発
拠点は、主に地域における大学が生み出す知識のスピルオーバーに引き寄せられ、一方、そうではない海外研
究開発拠点は、現地の企業が生み出す知識のスピルオーバーや自社の製造拠点との地理的近接性を重視する傾
向がある。この結果は、研究課題(1)に対する解答を示すと同時に、知識のスピルオーバーに関する、次のよう
な政策的含意を有している。すなわち、第6章の分析結果にもとづけば、外国企業の研究開発拠点の誘致を目
標とする地域政策において、あらゆる企業を誘致対象として検討するのは適切とはいえない。商業化を追求す
る企業の研究開発活動においても、基礎研究にもとづく科学的知識が重視される研究分野と、そうではない研
究分野がある。第6章の分析結果は、政策担当者がどのような研究分野に属する企業を誘致対象の候補とする
かを検討する際の、1つの判断材料になり得るものであるといえる。 
第7章「研究開発活動の国際化と投資受入国に内在する知識の獲得」は、第4章における先行研究のサーベ
イの論点にもとづき、日本製薬産業企業38社による1975年から2005年までの米国に向けた研究開発活動の
国際化と、米国に内在する知識の獲得の関係性について、投資受入国の現地研究者の取込みを通じた組織外部
の知識の獲得に着眼し、企業および特許レベルの分析を行っている。すなわち、研究課題(2)の解明を目的とし
た実証的分析であり、分析の結果、以下のことを見出している。 
第1に、自国よりも相対的に優れた研究開発環境を有する米国への研究開発活動の国際化は、企業に投資受
入国における知識のスピルオーバーへの接点をもたらし、当該国に内在する知識の獲得を促進する傾向がある。
第2に、投資受入国の現地研究者を自社の研究開発活動に取込むことによって、同国における研究者のコミュ
ニティとの社会関係資本の基盤となるネットワークが形成され、そこに内在する知識の獲得が促進される傾向
がある。また、現地研究者の取込みという人的交流にもとづくネットワークの形成が知識の獲得に対して持つ
効果は、研究開発活動の国際化による効果の大半を占めている。第3に、技術的に優れた投資受入国に内在す
る知識を活用している研究成果ほど、科学的な価値と自社にとっての価値が高まる可能性がある。これらのこ
とは、技術的に優れた国への研究開発活動の国際化と、それによって促進される投資受入国の現地研究者の取
込みが、本国の研究開発に関する劣位環境を克服する上での有効な手段になり得るということを示唆するもの
である。 
以上の分析結果は、第4章の先行研究のサーベイで取り上げた先行研究とは異なり、研究開発活動の国際化
を通じた投資受入国に内在する知識の獲得を論じる上で、知識のスピルオーバーが地理的な距離や国境によっ
て制約されるという議論に着眼するだけでは十分な理解を得られないこと、そして、現地研究者のコミュニテ
ィとの人的交流にもとづくネットワークの構築が重要な要因になることを示しており、示唆に富むものである。
特に、研究開発活動において差別化の源泉となる知識が、海外市場で企業の外部に粘着性の高い状態で存在し
ているのであれば、その知識を企業の内部に取り込む仕組みを構築することが、競争優位につながる。外国企
業にとっては、投資受入国における優れた研究者のコミュニティが保持する知識ほど、魅力的に映りやすい。
しかし、現地の研究者が集うコミュニティが形成する社会関係資本は、しばしば排他性を有しており、外部の
組織に対して常に開かれているわけではない。とりわけ、バイオ技術などの急激な発展を遂げている技術分野
では、有望な先端的知識は、特定の研究組織の内部というよりも、研究組織間における共同研究開発活動のネ
ットワークの内部に潜むといわれる。このような技術分野において、先端的知識の獲得を試みる場合、研究組
織間のコミュニティの内部者であるか否かが重要な問題になってくる。こうした特徴を持つ技術分野での研究
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開発に取り組む多国籍企業にとって、海外諸国における現地の研究者のコミュニティが有する知識にアクセス
するには、知識のスピルオーバーを促進する地理的な近接性が求められる。 
しかし、第7章の分析結果のより重要なことは、地理的近接性が投資受入国に内在する知識の獲得に対して
持つ効果の大部分が、現地の研究者コミュニティとの人的交流にもとづくネットワークの形成にかかっている
ということである。このことは、現地の研究組織間のネットワークに潜む有望な先端的知識を、企業の内部に
取り込む仕組みの1つとして、地理的近接性を活かし、研究組織間での人的交流にもとづくネットワークを形
成することが機能し得ること、つまり競争優位の源泉の1つになり得ることを示唆している。 
第8章「多国籍企業の研究開発拠点間におけるネットワークと知識移転」は、研究課題(3)の解明を目的とし
て、多国籍企業の国境を隔てた研究開発拠点間における社会的ネットワークが知識移転を促進する条件を明ら
かにすることを目的としている。第5章での先行研究のサーベイにおいて取り上げられた知識移転の促進要因
と阻害要因に関する議論にもとづき、1985年から1994年における世界の製薬多国籍企業19社の海外研究開
発拠点と本国拠点のダイアド197件を対象として、研究者の移動および共同研究開発活動の経験という、人的
交流にもとづくネットワークと知識移転の関係性を、地理的な距離と知識の科学との関係性がどのように変化
させるかを検証している。分析の結果、次の傾向とその理論的、および実務的な含意を導きだしている。 
研究開発拠点間における地理的な距離が大きい場合、交流の頻度が低下し、知識移転が行われにくいこと、
また、科学との関係性が小さな研究分野に取り組む海外拠点は、言語や記号では表現しにくい暗黙性を多く含
んだ知識を有しており、本国拠点への知識移転が行われにくいことが見出された。つまり、研究開発拠点間に
おける地理的な距離や、知識の科学との関係性は、それぞれ単独の要因として、知識移転を阻害する要因にも
なれば、促進する要因にもなりうるのである。このことは、第5章で取り上げられた、情報の粘着性に影響を
及ぼす知識属性と組織属性のいずれかに焦点を当てる、知識移転に関わる先行研究の結果と整合的である。 
しかし、実証的分析から見出されたより重要なことは、単独の要因として考えた場合に、知識移転を阻害、
もしくは促進する要因であった知識の科学との関係性や地理的な距離が、研究開発拠点間における共同研究開
発経験や研究者の移動によって示される人的交流にもとづくネットワークと知識移転の関係性を変容させる
ことである。研究開発拠点同士が地理的に遠く離れており、また移転の対象となる知識が暗黙性を多く含むた
めに、知識移転が困難となった状況においてこそ、研究開発拠点間での人的交流にもとづくネットワークは本
領を発揮する。この分析結果は、研究課題(3)に対して本論文が見出した解答であると同時に、社内の研究開発
拠点間における国際的なネットワークの形成と維持に大きなコストが嵩むことを考慮した上で、効率的な知識
移転の手段を検討しなければならないマネジャーに対して重要な実務的含意を提示している。さらに、このこ
とは、第5章で取り上げられた、多国籍企業による知識移転に関わる先行研究が、情報の粘着性に影響を及ぼ
す知識属性と組織属性のいずれかに焦点を当てる傾向を持っていたこと、またダイアドレベルで実施されるも
のが希少であったことを改めて考慮すると、人的交流と知識移転の関係性における新たなコンティンジェンシ
ー要因を明示しているという意味で、理論的な意義を持つものと考えられる。 
最終章に当たる第9章「本稿の纏めと今後の課題」の第1節では、第１章で問題提起された3つの研究課題
に対する、先行研究のサーベイと独自の実証研究にもとづいた解答と、各研究領域の先行研究に対する理論的、
および実務的な含意を纏めている。3つの研究課題の解明において共通して見られたことは、研究開発活動の
国際化や知識移転の促進要因に関連する先行研究において、単独の要因として取り上げられてきた研究開発拠
点間での人的交流にもとづくネットワークや、知識のスピルオーバー、そして知識の科学との関係性を、総合
的に検討し、これらの要因を組み合わせることによって、新たな知見を得ることができるということである。
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それらの含意を踏まえた上で、第2節では、各研究課題に対する本論文の分析結果を総合的に見たときに浮か
び上がる、国際経営論という広義の研究分野の先行研究に対する貢献点を纏めている。また、第3節では本論
文における分析上の問題点を示しながら、今後の研究課題について論じている。 
まず、本論文が持つ貢献の1つは、ともすれば抽象的な議論に終始する傾向があり、また測定が困難である
ために「厳密な実証研究は困難」と言われてきた、多国籍企業の知識移転という研究対象に対して、膨大な特
許間の引用と発明者に関するデータを用いて厳密な定量的分析を行い、実証研究の障壁の克服を試みたことに
あると考えられる。これまでに、概念的な議論として取り上げられ、経営者のマインドセットに対する示唆を
もたらしてきた国際経営論の知識移転の研究に対して、実証的な裏付けを提示したという点において、本論文
の意義は大きい。さらに、本論文は、海外研究開発拠点の立地選択、および多国籍企業による知識移転という、
国際経営論の各研究領域の先行研究に対する、次のような明確な貢献を持つものである。 
本論文は、海外研究開発拠点の立地選択に関わる先行研究に対して、各地域における現地の企業と大学の、
各々の潜在的な知識のスピルオーバーが、あらゆる海外研究開発拠点を引き付けるわけではないことを明示し
ている。このことは、従来の先行研究とは異なり、知識のスピルオーバーが地理的な距離や国境によって制約
されるという議論に着眼するだけでは、海外研究開発拠点の立地選択に対して十分な政策的含意を導くことは
できないこと、そして海外研究開発拠点が取り組む研究分野の科学との関係性と、現地の大学と企業という研
究組織の属性の適合関係によって決定される可能性があることを示すものである。 
また、本論文は、研究開発活動の国際化と、全社的な研究開発成果の関係性を探求する先行研究に対しても、
従来の先行研究とは異なる示唆を与えている。本論文は、研究開発活動の国際化を通じた投資受入国に内在す
る知識の獲得を論じる上で、知識のスピルオーバーが地理的な距離や国境によって制約されるという議論に着
眼するだけでは十分な理解を得られないこと、そして、現地研究者のコミュニティとの人的交流にもとづくネ
ットワークの構築が重要な要因になることを示している。 
さらに、本論文は、知識の属性と組織の属性のいずれかに焦点を当てていた多国籍企業の知識移転研究に対
して、人的交流と知識移転の関係性における新たなコンティンジェンシー要因を明示している。多国籍企業の
拠点間における人的交流にもとづくネットワークは、あらゆる状況で同じように知識移転を促進するわけでは
ない。単独の要因として、知識移転を阻害および促進する研究開発拠点間の地理的な距離、そして拠点が生み
出す知識の科学との関係性が、拠点間の人的交流にもとづくネットワークと知識移転の関係を変化させるので
ある。 
代表的なサイエンス型産業と呼ばれる製薬産業の企業を中心として、企業間での知識の獲得や社内の研究開
発拠点間での知識移転に関する新たな知見が得られたことも、本論文の1つの特徴であるといえる。一般的に、
日本企業は現場の暗黙知、すなわち企業固有の知識の利用に適した組織形態を発展させてきたといわれる。こ
のことは、主に自動車関連産業を分析対象として進められてきた日本の製品開発プロジェクトや研究開発活動
における知識移転に関する先行研究においても見出すことができる。これらの研究では、市場を介した技術者
の移動は、企業内や長期的な取引関係を有する企業間での移動とは異なり、企業固有の暗黙知の移転や形成に
寄与しないことが指摘されてきた。本論文の分析結果を踏まえると、こうした主張は科学との関係性が相対的
に小さい自動車産業のような産業において、強く見出されていたという可能性が浮かび上がってくる。サイエ
ンス型産業では、そうではない産業よりも企業固有の暗黙知の重要性が低いといわれるが、このような産業に
おいて企業間での研究者の移動は、取引企業間や社内での移動よりも、優れた知識の獲得やそれにもとづく組
織能力の構築において劣る手段になるとは限らない。このことは、研究開発活動における研究者の移動と知識
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移転に関する今後の研究に対して、検討対象における科学との関係性を考慮することの重要性を示唆するもの
である。 
また、科学との関係性が大きな研究分野では、複雑な情報が各分野の専門用語や記号によって形式化される
傾向があるために、企業間や社内の拠点間での知識移転を促進する上で、人的交流にもとづくネットワークを
構築することは、さほど重要ではないと思われる。本論文の各研究課題に対する分析結果は、こうした通説と
は異なる含意を有している。本論文は、科学との関係性が大きな研究分野に取り組むサイエンス型産業企業に
とって、移転対象となる知識の科学との関係性や知識移転の送り手側と受け手側の地理的距離といったコンテ
クストに合わせて人的交流にもとづくネットワークを形成していくことが、研究開発活動の国際的な配置と、
それに伴う知識移転の有効な促進要因として機能することを示しているのである。 
本論文は、以上のような含意を持つものであるが、同時に今後の課題も明確に示されている。具体的には、
次の課題が挙げられている。第1に、この研究で得られた知見が他の分析対象に適応できるかどうかは定かで
はないため、異なる国籍や産業の企業を取り上げていく必要があること、第2に、この研究で取り上げること
ができた知識は、研究開発活動において生み出される米国特許とそれに付随するものに限定されているため、
製造活動やマーケティングなどの他の活動における知識移転との対比を行うことが求められること、第3に、
知識移転を新たな知識の探索や活用といった各段階に分解した上で、各段階において人的交流にもとづくネッ
トワークや知識の科学との関係性がどのような効果を持つのか、またその効果は段階間で異なるのかを検証し
ていく必要があること、第4に、特定の研究開発拠点における研究者の知識移転の意図を含んだ定性的分析が
求められることである。 
 
Ⅲ 審査結果の要旨 
 
本論文の審査結果は、大要以下のとおりである。 
 
1．本論文の長所 
(1) 本論文は、研究開発活動の国際化と知識移転に関する本格的な実証研究である。その最大の貢献の1つは、
これまで抽象的な議論に終始する傾向が強かったために、厳密な実証研究は困難とされていた多国籍企業
による知識移転のプロセスとメカニズムに対して、特許間の引用と発明者に関する膨大なデータを用いて
厳密な定量的分析を遂行することで実証研究の障壁を打ち破ったことにある。内外を問わず先行研究では、
概念的な議論として取り上げられ、あるいはまた経営者のマインドセットに対する示唆のレベルに留まっ
ていた国際的な知識移転に対して、実証的裏付けを提示したことは革新的な貢献であり、きわめて高い称
賛に値する。 
(2) 海外研究開発拠点の立地選択、多国籍企業による知識の獲得、そして国際的な知識の移転という、国際経
営論の相互に関連した各研究領域における先行研究が、いずれも未解決であった課題の解明を試みた点に
おいて、本論文は卓越したものである。人的交流、スピルオーバー、知識の科学との関係性という要因を
折衷した視点から遂行した本研究には、理論的な含意だけでなく、実務家に対しても大きな含意がある。
立地選択、知識の獲得、知識移転に関わる一連の研究課題を周到なサーベイにもとづく先行研究の流れの
中から体系的に取り上げ、それぞれ緻密な分析を行い、研究開発活動の国際化とそれに伴う知識移転に関
する多面的な議論を行うことに成功している。 
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(3) 研究成果が地理的に広く普及しやすいサイエンス型の研究分野での知識移転においても、地理的な近接性
や、人的交流にもとづくネットワークが重要になることを理論的、および実証的な観点から論じたことは
有意義である。なかでも共同研究開発の経験や組織間での研究者の移動という人的交流が知識移転を促進
する条件として、地理的距離や知識の科学との関係性の程度が問題となることを示した点は、広い意味で
の知識移転を考えていく上で、重要な指摘である。 
(4) 独自の実証研究を展開する前に、膨大な量の先行研究のサーベイを綿密に行っている。そこでは各先行研
究の主張内容や分析結果に留まらず、各研究の変数の測定方法や分析単位まで詳細に比較・検討を行って
おり、研究開発活動の国際化と知識移転の促進要因に関わる研究において欠かすことのできない概念を明
確にマッピングすることに成功している。論文提出者の真摯な研究態度が投影されたものであると同時に、
実証研究の精度と適格性を揺ぎ無いものとしている。 
 
2．本論文の短所 
(1) 本論文では、第3章から第5章までの論文の前半部分において先行研究のサーベイ、そして第6章から
第8章までの後半部分において、各先行研究が達成し得なかった実証研究を行っているが、章ごとの対応
関係が若干分かりにくい構成になっている。言い換えれば、レビューで出された問題に対して、実証で呼
応するというスムーズな流れが確保されていない。また、研究課題として相互に関連する3つの問題が、
どのような相乗効果を生み出したかに関する議論もやや不十分である。 
(2) キーコンセプトとして取り上げられる、人的交流にもとづくネットワーク、知識のスピルオーバー、知識
の科学との関係性の3つの概念が、3つの研究課題の解明において均等に適用されていない印象を与える。
その理由は、前段の（１）で述べたように、3つの研究課題に関する先行研究のサーベイと実証研究が分
離して議論されているためである。より効果的な理解のためには、3つの要因を折衷的に提示することに
加えて、3つを串刺し的に通す視点を構築する必要がある。 
(3) 本論文の分析結果が、米国などの先進国だけではなく、知的財産権保護制度が脆弱な発展途上国に向けた
研究開発活動の国際化にも適用できるかという考察が不足している。分析結果の一般化の可能性について
若干触れているが、新興市場のもつ影響力がこれだけ大きくなった現在のグローバル競争を俯瞰するとき、
この点は一つの弱点とも言える。 
 
3．結論 
本論文には、以上のような長所と短所があるが、長所に比べて短所は微々たるものであり、本論文の価値を
いささかも損なうものではない。 
論文提出者 林 正は2003年3月早稲田大学商学部を卒業後、同年4月早稲田大学大学院商学研究科修士課
程に進学、同博士後期課程を2008年3月に単位取得退学した。この間、2006年4月に早稲田大学商学学術院
助手に就任し、2008年3月に退職した後、同年4月より福島大学経済経営学類准教授に任用され、研究・教育
に尽力している。 
論文提出者は、大学院在学中から、主として多国籍企業の知識移転研究の分野を真摯に研究し、国際ビジネ
ス研究学会、日本貿易学会を中心とする諸学会において研究成果を発表し、その成果はいずれも高く評価され
ている。2007年10月には、国際ビジネス研究学会から同学会機関紙に掲載された論文に関して「優秀論文賞」
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を受賞している。この分野における新進気鋭の研究者として学会関係者の間で広く認知されており、将来にお
ける一層の活躍が期待されている。 
以上の審査結果にもとづき、本論文の提出者 林 正には「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける十分な
資格があると認められる。 
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